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電気通信設備有効性評価基準（案） 

（ＣＣＴＶカメラ設備（道路系）編） 

１ 目的 

本基準（案）は、電気通信設備の妥当性及び改善（改良）の可否等を総合的に評価・検証

するにあたり、電気通信設備の重要度、目的および有効性の要因を洗い出し、点数化するこ

とにより有効性を評価することを目的とする。 

 

２ 適用範囲 

本基準（案）は国土交通省が所管する道路に設置されたＣＣＴＶカメラ設備に適用する。 

 

３ 有効性要因の整理 

ＣＣＴＶカメラ設備（道路系）の運用目的が「道路管理（道路巡回、状況把握等）の高度

化・効率化」であることから、「状況把握・確認の補助的手段」「災害時の道路通行の安全監

視手段」に着目して、以下の４つの条件で整理を行うものとする。 

（１） ガイドラインによる整備方針 

ＣＣＴＶカメラ設備（道路系）の設置場所の選定は、その設備の最も重要な運用目的によ

り決定されるため、有効性の評価項目としては比較的重要な項目であると考えられる。 

（２） 日常運用管理 

ＣＣＴＶカメラ設備の利用目的、運用監視体制、再編計画等が明確になっていることは、

設備が適切にかつ、健全に活用されていることを確認する重要な要素となると考えられる。 

（３） 他関連装置の補助 

ＣＣＴＶと他の情報収集装置とが相互に補完することにより、道路管理業務の効率化・高

度化が期待され、設備の有効性を高めることができる。 

（４） 画像情報の活用 

他機関（自治体や道路交通管理者）への画像情報の提供は、その設備が国交省内のみなら

ず客観的に必要であることを表す指標となるため、設備の有効性を高めることができる。 

 

有効性要因を整理すると、以下のような項目に大別される。 

・ ガイドラインによる整備方針 

・ 日常運用管理 

・ 他関連装置の補助 

・ 画像情報の活用 

 

４ 有効性評価手法の検討 

有効性要因を整理したうえで、ＣＣＴＶカメラ設備（道路系）の設置場所毎にその有効性

要因に沿って、得点化することにより評価を行う。 

また、各々の評価点数に重み付けを行い、総合的な評価点数とする。 

評価の各表は、付表 1 有効性評価表、付表 2 有効性評価点基準により行うこととする。 

（１） ガイドラインによる整備方針 

評価対象のＣＣＴＶカメラ設備（道路）の設置場所にて評価を行う。また、重み付けにつ

いては、非常に重要な要素であるため、４０／１００とする。 

（２） 日常運用管理 

設備の利用目的、運用監視体制、再編計画等が明確になっており、設備が適切にかつ健全
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に活用されていることを確認する。また、重み付けについては、比較的重要度が高いため、

３０／１００とする。 

（３） 他関連装置の補助 

ＣＣＴＶと他の情報収集装置とが相互に補完することにより、道路管理業務の効率化・高

度化を行ない、設備の有効性向上を図っているかを評価する。また、重み付けについては、

２０／１００とする。 

（４） 画像情報の活用 

ＣＣＴＶカメラ映像の他機関への配信の有無を評価する。客観的な有効性の指標と考えら

れ、重み付けについては、比較的重要度が低いため、１０／１００とする。 

 

有効性評価の評価点の判断としては、「高」「低」の２段階とし、判定の閾値は５０点とす

る。 

有効性評価点による有効性の評価と判断を表 1 に示す。 

 

 

換算評価点 有効性の評価 判断の適用 

０点～５０点未満 「低」 移設又は廃止を検討 

５０点以上～１００点 「高」 維持継続 

 

 

５ 添付資料 

付表 1 ＣＣＴＶカメラ設備（道路系） 有効性評価表 

付表 2 ＣＣＴＶカメラ設備（道路系） 有効性評価点基準 

 

表 1 有効性評価の評価点判断 



改訂記号 変更日付

評価点
Ｂ

重み付
け

Ｃ

換算
評価点

Ｄ
（Ｂ/Ａ×

Ｃ）

備考

評価点

9

① 9

② 9

③ 9

④ 7

⑤ 9

⑥ 7

⑦ 7

⑧ 7

⑨ 7

71

9

9

トンネル、落石覆工等の火災や災害発生時にお
ける避難行動に制約を受ける箇所

7

積雪もしくは凍結による交通障害、地吹雪（吹溜
り）又は雪崩のおそれがある箇所

7

波浪又は高波による越波、又は洗掘のおそれが
ある箇所

7

アンダーボックスや河川沿いの道路等の降雨に
よる冠水や浸食のおそれがある箇所

7

他機関への画像情報提供 0 ～ 9

20
他関連装置（情報収集装置）の併設／連携 90 ～ 9

（小計）

（小計）

3

　複数の該当項目が有る場合でも、評価点が高いものを１つ記入すること

0 ～ 9

ズーム・旋回などの機能の利用状況

映像記録管理体制
監視頻度（道路巡回の補助）

盗難対策

監視運用体制

プライバシーの保護対策

換算評価点合計

有効性評価の対象 対象 ・ 対象外 対象外の理由

４．画像情報の活用

１つの項目で
も「０点」があ
る場合は、Ｄ
欄は「０点」と

する。

２．日常運用管理

10

0 ～ 7
0 ～ 9

整備再編計画

夜間監視
整備当初からの設置目的の確認

30

0 ～ 9
0 ～ 9

0 ～ 7
0 ～ 7

9

0 ～ 7

（１００点換算評価）

（小計）

0 ～ 7

３．他関連装置の補助

項　　　目

１．ガイドラインによる
　　整備方針

Ｎｏ． 評　　価　　項　　目

5

雨量通行規制区間内やトンネル、アンダーボック
スなど、事象発生時の利用者の立入りが道路の

安全確保を著しく損ねるおそれがある箇所
9

落石、崩落、盛土切土法面や擁壁の崩壊、地滑
り又は土石流のおそれがある箇所

7

評
価
の
ま
と
め

設備名称

用　　途

設置場所

製造者名

製造番号

製造年月

評価日

設置場所

H　　年　　月　　日

評　価　結　果

（小計）

評価
配分点

Ａ

評価者

付表 1　ＣＣＴＶカメラ設備（道路系）　有効性評価表

形　式

定　格

仕　様

40
9

地下横断施設、共同溝の入口、受電設備等の管
理用機側施設、道路上のエスカレータ等の施設
の管理やセキュリティの観点から重要な箇所

その他、道路の安全確保や施設管理上等におい
て特に多頻度な監視や情報収集が必要な箇所
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改定記号 変更日付

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9

低い 高い

1 9

その他、道路の安全確
保や施設管理上等に

おいて特に多頻度な監
視や情報収集が必要

な箇所

地下横断施設、共同溝
の入口、受電設備等の
管理用機側施設、道路
上のエスカレータ等の
施設の管理やセキュリ
ティの観点から重要な

箇所

① 落石、崩落、盛土切
土法面や擁壁の崩壊、
地滑り又は土石流のお

それがある箇所
② 積雪もしくは凍結に
よる交通障害、地吹雪
（吹溜り）又は雪崩のお

それがある箇所
③ 波浪又は高波によ
る越波、又は洗掘のお

それがある箇所
④ アンダーボックスや
河川沿いの道路等の

降雨による冠水や浸食
のおそれがある箇所

⑤ トンネル、落石覆工
等の火災や災害発生

時における避難行動に
制約を受ける箇所

雨量通行規制区間内
やトンネル、アンダー

ボックスなど、事象発生
時の利用者の立入りが
道路の安全確保を著し
く損ねるおそれがある

箇所

9
監視担当が定められて

いない
監視担当が定められて

いる
非常時、平常時の監視
体制が定められている

9
映像記録管理担当が

定められていない
映像記録を行なってい

ない
映像記録管理担当が

定められている

記録映像の保管、情報
漏洩対策などが図られ

ている

9 全く利用されていない
不法行為の監視など、
不定期に監視している

定期的に監視している
／ 運用目的が非常時

である
日常的に監視している

7
夜間監視できない（調
整不良により見えない）

夜間監視は行わない
（簡易型カメラ設備であ

る）

夜間監視を行なってい
る（高感度カメラ設備で

ある）

9
環境の変化により、監

視目的が失われた
環境の変化により、監
視目的が変更された

設置目的、運用体制に
変更なし

7
移設の予定がある（隣
接するＣＣＴＶカメラ設

備で代替可能）

再編計画により、移設
を検討中である

再編計画を実施し、継
続使用が確認された

7
プライバシー上の問題

がある
プライバシーを侵害す

るおそれがない
プライバシー保護対策

を実施している

7
盗難対策が実施されて

いない
盗難対策の必要がない

盗難対策を実施してい
る

7
機能を全く利用してい

ない

必要に応じて利用して
いる ／ 固定カメラ等、

機能がない
日常的に利用している

3 9 該当なし
その他の情報収集設
備の補助として、併設

している

① 法面状況、構造物
状況等の情報収集設
備の補助として、併設

している
② その他の情報収集
設備と連携して、画像
処理等のシステムの高

度化を図っている

① 道路状況、路面状
況、越波状況等の情報
収集設備の補助とし

て、併設している
② 法面状況、構造物
状況等の情報収集設
備と連携して、画像処
理等のシステムの高度

化を図っている

道路状況、路面状況、
越波状況等の情報収
集設備と連携して、画
像処理等のシステムの
高度化を図っている

4 9 該当なし

道路通行の主要拠点
であり、交通事故等の
事象発生時に画像提
供を求められる可能性
のある場所で、提供の

準備がある

その他、画像情報提供
を行なっている

（相手先機関からの依
頼等）

インターネット・マスメ
ディア等を通じて、画像
情報提供を行なってい

る

自治体や交通管理者
への画像情報提供を

行なっている
画像情報の活用

H　年　月　日

付表 2　ＣＣＴＶカメラ設備（道路系）　有効性評価点基準

No
.

評価点
配
分
点

有効性

他関連装置の補助

2

日
常
運
用
管
理

⑨ ズーム・旋回等の機能の利用状況

② 映像記録管理体制

③ 監視頻度（道路巡回の補助）

④ 夜間監視

⑤ 整備当初からの設置目的の確認

⑧ 盗難対策

⑥ 整備再編計画

⑦ プライバシー保護対策

評価項目

ガイドラインによる整備方針

① 監視運用体制
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